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一人当たり県民所得

年間商品販売額（小売業）

製造品出荷額等

奈良県 2,728千円 36位
滋賀県 3,323千円 6位
和歌山県 2,986千円 23位
※全国平均 3,344千円

奈良県 1兆7157億円 39位
滋賀県 7兆5971億円 14位
和歌山県 2兆3835億円 34位

内閣府 令和元年度 県民経済計算

令和3年 経済センサス活動調査

令和3年 経済センサス活動調査

奈良県 1兆 995億 100万円 37位
滋賀県 1兆3779億9500万円 28位
和歌山県 8805億9700万円 40位

奈良県の現状に関するデータ
奈良県の経済関連指標
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人口：奈良県1,306千人 滋賀県1,409千人 和歌山県903千人

総務省 統計局 令和4年10月1日現在 人口推計



豊かで活力ある奈良県を創る
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経済・産業の発展
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・県内拠点の維持・拡張

・県との幅広い協力関係の維持・発展

１．県内企業が有する課題・ニーズを起点とした産業政策の再構築①

県内企業や県内進出の可能性のある企業のリアルなニーズ、課題を
起点とした産業政策の再構築を実施します。
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大企業

ポ
イ
ン
ト

・生産性向上（効率性、付加価値向上）

・人手不足と就労環境（質の高い雇用）

中小企業等

ＤＸ
設備投資

人材確保
・育成

就労環境
改善 研究開発

販路開拓

ＧＸ

県職員自らが企業のリアルなニーズ・課題を直接聴き取り、施策展開に反映

組織管理
人的資源管理

など



■ ヒアリング※で明らかになった課題・ニーズの類型

※ R5.9.27現在 116社へのヒアリングの途中経過

①人材確保
②行政対応
③用地・立地、グリーン化
④テーマ策定・成長支援 等
⑤海外展開
⑥外国人材
⑦事業承継
⑧スタートアップ

１．県内企業が有する課題・ニーズを起点とした産業政策の再構築②
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県職員自らが企業のリアルなニーズや課題を直接ヒアリングし、施
策展開へ反映させます。ヒアリングでは、主に８類型の課題・ニー
ズが明らかになりました。



県内企業が有する課題・ニーズを起点とした企業支援策を検討・実施
（産業政策の再構築）

類型 企業の声

①人材確保 • 県内の高専や工業高校の生徒が、大阪の企業へ流れている 【多数】
• 高校在学中に、県内企業のことを深く知って欲しい、じっくり見て欲しい 【化学系】

②行政対応 • 工場新増設の知識や経験のない企業へのサポートの仕組みを構築してほしい 【多数】
• 有識者等の知見が欲しいが、どこに頼ればいいかわからない 【材木系】

③用地・立地

グリーン化

• 土地はないが規制はある奈良での事業拡大を断念した企業が他府県へ流出 【化学系】
• 市街化調整区域が多く、発掘調査等もあり、柔軟な対応を望む 【機械系】
• サプライチェーン上で、カーボンニュートラルでの操業が必要となっている 【機械・化学系】

④テーマ策定
成長支援

• 県が新たに進める産業振興の方向性を示してほしい 【住宅系】

• 人員確保が困難な現状を踏まえ、生産性向上のための投資は急務 【機械系】

⑤海外展開 • 貿易実務の習得や海外業務に長けた人材の確保が課題 【化学系】

⑥外国人材 • 外国人材の採用を検討しているが、就労が認められる業務にマッチしない 【化学系】

⑦事業承継 • 年齢を重ねるごとに会社や事業について考える機会が増えている【サービス系】

⑧ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ • 県内スタートアップにフォーカスして支援する制度設計がほしい【化学系】

１．県内企業が有する課題・ニーズを起点とした産業政策の再構築③
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ヒアリングでの具体的な企業の声（一例）



物価・エネルギー価格の高騰 ⇒ 県民生活や事業者の経営に打撃

県民の所得向上（賃金アップ）、地域の消費活性化、事業者の経営支援が必要

• 賃金を引き上げた中小企業等に
対し、給付金を支給
【 ５万円×従業員数 】

• オンラインを活用した「雇用予定型
リカレント教育」を拡充・促進
【 定員１５人→２０人 】

② 県内中小企業等の賃上げ促進① 働く人の生活支援・県内消費喚起 ③ 人材育成と雇用の場の創出

生活の下支え

所 得 増 加

県内消費の活性化

事業者 求職・転職者働く人

① 働く人応援クーポン
（地域通貨）配布

② 賃 上 げ

業績向上、生産性向上

③ 雇用予定型
リカレント教育※

良質な雇用の場
とのマッチング

• 事業所等（国、地方公共団体除く）
で働く県民を対象に県内で使えるプレ
ミアム付き電子クーポン（地域通貨）
を発行
【 １万円で１万５千円分を発行 】

２．物価・エネルギー価格高騰対策①

物価高騰克服のため、賃上げの促進や、生産性の向上、県内消費を
喚起し、所得向上を支援します。
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※リカレント教育：学校教育から離れた後も、それぞれ

の人の必要なタイミングで再び教育
を受け、仕事と教育を繰り返すこと



２．物価・エネルギー価格高騰対策②

物価高騰の状況下における働く人の生活支援や県内の消費喚起のた
めに、県内限定で利用できるデジタル通貨を活用した「働く人応援
クーポン」を発行します。

○対象者

奈良県内在住の被雇用者

（公務員、独立政法人、会社役員、

個人事業主等は除く。）

○応募受付期間

Ｒ５.１０.２

～ Ｒ５.１０.２２

○クーポン利用可能期間

Ｒ５.１１.１３

～ Ｒ６.２.２９
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観光振興
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３．宿泊施設の立地に関する状況①
コロナ禍前の令和元年の観光入込客数は全国19位と毎年増加していま
した。
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奈良県観光入込客数の推移



３．宿泊施設の立地に関する状況②
コロナ禍前の令和元年の延べ宿泊者数は２７３万人と全国４６位と
なっています。
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奈良県延べ宿泊者数の推移



３．宿泊施設の立地に関する状況③
１人当たりの観光消費額は宿泊客と日帰り客で約２万円の差がありま
す。
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奈良県１人あたりの観光消費額の推移



滋賀（1,784億円、14,884室）

京都（6,340億円、40,777室）

大阪（9,074億円、99,983室）

兵庫（6,040億円、45,885室）

奈良（1,280億円、9,426室）

和歌山（2,433億円、16,974室）
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出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」、厚生労働省「衛生行政報告例」

観光消費額と客室数は相関しており、共に近畿で最下位となっていま
す。
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３．宿泊施設の立地に関する状況④

観光消費額と客室数の相関（H30近畿）



令和３年度の宿泊客室数は全国４４位となっています。
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３．宿泊施設の立地に関する状況⑤

奈良県のホテル・旅館の軒数と室数の推移



出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」

コロナ禍前の令和元年の年間平均客室稼働率はシティホテルが７０％
以上である一方、旅館は３０％未満となっています。
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３．宿泊施設の立地に関する状況⑥

奈良県業態別 客室稼働率の推移

旅館

ビジネスホテル

シティホテル



３．宿泊施設の立地に関する状況⑦

＜本県における宿泊施設立地に関連する現状＞
○コロナ禍前の令和元年の観光入込客数は全国19位と毎年増加。
○観光消費額と客室数は相関しており、共に近畿で最下位。
○１人当たりの観光消費額は宿泊客と日帰り客で約２万円の差がある。
○コロナ禍前の令和元年の延べ宿泊者数は２７３万人と全国４６位。
○令和３年度の宿泊客室数は全国４４位。
○コロナ禍前の令和元年の年間平均客室稼働率はシティホテルが７０％
以上である一方、旅館は３０％未満となっている。

○宿泊滞在型観光を推進するため、「いつ来ても快適な観光地・奈良～来て良し、居
て良しの奈良になる～」をコンセプトに、令和７年度に県内ホテル・旅館の部屋数合
計を計１２，０００室にする目標を設定。

奈良県の宿泊施設誘致に関する現状と計画

「いつ来ても快適な観光地・奈良」をコンセプトに、宿泊滞在型観光
を推進します。
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宿泊施設の立地促進に向けた支援（奈良県宿泊施設立地促進事業補助金）

宿泊客室数を増やすために、宿泊施設の新たな立地等に対する支援を
行っています。

制

度

の

概

要

○補助対象者：宿泊施設（建物）の所有者

○補 助 率：用地に係る経費を除く固定資産投資額の５％

○補助上限額：最大２億円
（客室数１００室以上、かつ、平均客室面積

２０㎡以上の場合。それ以外は最大１億円。）

計画

認定年度 番号
申請者

（企業名）
施設の運営者

施設の
所在地

Ｒ３

①
RA奈良
特定目的会社

アコーホテルズ
日本法人

奈良市
大宮町

②
株式会社
天理時報社

株式会社
東横イン

天理市
川原城町

Ｒ４

③
株式会社
明日香ホテル
マネジメント

（非公表）
明日香村
大字真弓

④
株式会社
奈良パーク

（非公表）
斑鳩町

法隆寺1丁目

⑤
株式会社
dhp都市開発

（非公表）
奈良市
三条町

計

画

の

概

要

○補助金の申請には下記の要件をすべて満たすことが必要。
１．ホテル・旅館の新築であること。（簡易宿所は対象外）
２．客室数が３０室以上または収容人員が１００人以上であること
３．投資額が５億円以上（南部東部地域は３億円以上）であること
４．１～３の要件を満たし、着工前に知事の認定を受けていること
５．事業認定年度の翌年度末までに着工し、着工後３年以内に操業を開始

すること。
※ 県の他の補助制度・利子補給との併用は不可。

○操業開始後は、ホテル・旅館として１０年間の操業継続を要件として設定。

「東横INN天理駅前」
令和5年10月20日開業予定

アコー「ノボテル奈良」 令和６年秋開業予定

18Façade & Exterior design by Hankyu Construction Management, Inc.

４．ホテル誘致①



奈良県企業立地セミナー in 大阪（令和４年８月１日）

宿泊施設誘致営業力を強化（R５年度～）

（１）宿泊事業者等を対象に、東京でセミナーを開催（令和５年１１月２１日）
（２）宿泊施設誘致コーディネーター（宿泊施設誘致専門員）を設置
（３）宿泊施設支援に関する事業者向けの総合ガイド（パンフレット）を作成
（４）その他、宿泊施設立地事業者に対する能動的アプローチ

○取組の概要

令和５年度セミナー開催概要（予定）

東京開催

大阪開催

時 期：令和５年11月21日㈫
場 所：ホテル椿山荘東京（東京都文京区）
内 容：星野リゾート 代表 星野佳路 氏

知事プレゼンテーション
個別相談会（県、市町村のブース用意）
交流会（名刺交換会）

対象者：デベロッパー、宿泊事業者、金融機関、建設会社等

（新）宿泊施設立地セミナー＆商談会

企業立地セミナー＆商談会

時 期：令和６年１月頃
場 所：帝国ホテル大阪
内 容：立地企業、市町村長プレゼン

個別相談会（県、市町村のブース用意）
交流会（名刺交換会）

対象者：製造業者、金融機関、建設会社等

宿泊施設の誘致に向け、宿泊施設立地セミナーを今年度初めて開催す
るなど、効果的な誘致活動を展開します。
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４．ホテル誘致②



５．世界遺産を活用した観光振興①

○世界遺産の文化的価値の普及と保存継承の機運を高める情報
発信を実施

○文化資源、構成資産の未来への継承
・世界遺産にも登録された興福寺五重塔、金峯山寺二王門など国指定文化財

の修復事業を継続的に推進

○郷土の誇りの醸成とともに誘客促進に繋がる世界遺産・文化資
源の活用

・世界遺産をはじめとした奈良の歴史文化の郷土学習への活用
・ムジークフェストなら（音楽イベント）等を社寺で行い、奈良の古い文化と
新しい文化を同時に体感など

○歴史文化を味わう体験型観光の更なる推進
・世界遺産の社寺における体験型企画を通じ、来訪者に奥深い魅力を発信

世界遺産の価値の普及と保存継承の気運を高め、郷土の誇りの醸成
を図るとともに、誘客促進にも繋げる取組を展開していきます。

20奈良県の世界遺産のPR冊子

紀伊山地の霊場と参詣道（吉野大峯）
（令和６年 登録20周年）

法隆寺地域の仏教建造物
（令和５年 登録30周年）

古都奈良の文化財
（令和５年 登録25周年）

飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群
（平成19年暫定リスト、登録推進）

奈良県の世界遺産



５．世界遺産を活用した観光振興②

第３３回紀伊半島知事会議（令和５年７月５日）

「紀伊山地の霊場と参詣道」世界遺産登録20周年に向け、観光連携
に関する共同宣言を締結し、国内外からの誘客促進のために３県の
連携をより一層強化することで合意しました。
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観光連携に関する共同宣言を締結



６．「飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群」の世界遺産登録

「飛鳥・藤原」は、６世紀末期～８世紀初頭の約１００年という短い期間に、日本列島において、
初めて中央集権国家が誕生したことを示す資産

藤原宮跡（橿原市） 山田寺跡（桜井市） 石舞台古墳（明日香村）

令和２年３月 推薦書（素案）提出①
令和３年３月 推薦書（素案）提出②
令和４年６月 推薦書（素案）提出③

令和８年７月 世界遺産委員会登録審議 決定

令和７年９月 イコモス現地調査

令和７年２月 ユネスコへ推薦書提出

令和６年中 文化審議会審議 推薦候補選定

令和８年５月 イコモス勧告

令和６年中 推薦書（正式版：英文）作成

修正対応
視察対応

勧告対応

現在

令和６年中 推薦書類等の提出④

世界遺産室を設置し、「飛鳥・藤原」の早期の世界遺産登録を目指
して、各種事業を推進しています。
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自由民主党｢飛鳥古京を守る議員連盟｣･公明
党｢明日香村の保存･整備PT｣合同支援総会

「飛鳥・藤原」の顕著な普遍的価値

〇登録に向けたスケジュール 〇構成資産候補 〇要望活動
構成資産候補 所在地 類型

飛
鳥
の
宮
都

飛鳥宮跡 明日香村 宮殿跡

飛鳥京跡苑池 明日香村 宮殿跡

飛鳥水落遺跡 明日香村 宮殿跡

酒船石遺跡 明日香村 宮殿跡

飛鳥寺跡 明日香村 仏教寺院跡

橘寺跡（橘寺境内） 明日香村 仏教寺院跡

山田寺跡 桜井市 仏教寺院跡

川原寺跡 明日香村 仏教寺院跡

檜隈寺跡 明日香村 仏教寺院跡

石舞台古墳 明日香村 墳墓

菖蒲池古墳 橿原市 墳墓

牽牛子塚古墳 明日香村 墳墓

藤
原
の
宮
都

藤原宮跡・藤原京朱雀大路跡 橿原市 宮殿跡

大和三山

香具山

橿原市 宮殿跡畝傍山

耳成山

大官大寺跡 明日香村 仏教寺院跡

本薬師寺跡 橿原市 仏教寺院跡

天武・持統天皇陵古墳 明日香村 墳墓

キトラ古墳 明日香村 墳墓

高松塚古墳 明日香村 墳墓

中尾山古墳 明日香村 墳墓



関西圏との連携
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分野
奈良県の
加入状況

広域防災 ○

広域観光・文化・スポーツ ○

広域産業振興 ー

広域医療 ー

広域環境保全 ー

資格試験・免許等 ー

広域職員研修 ー

第１５６回関西広域連合委員会で知事から正式に参加を表明
（令和５年７月2０日）

７．関西広域連合への全部参加①

関西広域連合への全部参加に向けて、関西広域連合の規約改正等の
事務手続きを進めていきます。

24

全部参加の意向を表明

関西広域連合の分野事務



７．関西広域連合への全部参加②

分野 取組内容 参加による効果の例

広域
産業振興

・関西広域産業共創プラットフォームの推進

・学校への特産農林水産物利用促進のための啓

発

・関西スタートアップ・エコシステムの推進

・国内外への農林水産物の販路拡大 等

・県内企業と関西の大学や研究機関、企業などとの共同研究、企業間連携によ

り、県内企業のレベルアップにつながる

・県内企業が関西広域連合域内の公設試から技術支援を受けられるようになる

・構成府県と連携した国内外へのプロモーションにより、販路拡大や企業誘致

につながる

・ 「関西を支える人材の確保・育成」により、新たな就業や起業につながる

広域医療 ・ドクターヘリによる広域救急医療体制の充実

・災害医療に係る体制の構築・訓練の実施 等

・衛星携帯電話やEMIS(ｲｰﾐｽ)を活用した情報伝達訓練や「災害医療コーディ

ネーター」のスキルアップや管内の災害医療拠点の情報を共有化することに

より、災害医療人材の育成につながる

広域
環境保全

・地球温暖化対策の推進

・広域連携による鳥獣被害対策の推進 等

・環境保全施策に対し、関西広域連合全体で取り組むことで、県民等により啓

発の効果を高められる

・鳥獣対策で府県域を超えた施策が可能となる

資格試験・
免許等

・准看護師・調理師・製菓衛生師試験の実施、

免許交付

・毒物劇物取扱者・登録販売者試験の実施 等

・県が実施していた試験事務（問題作成、願書の受付、採点、合格証交付等）

を、関西広域連合が一括して行うため、本県の事務が軽減

・県の受験料より低額に抑えられているものがあり、受験者の費用負担も軽減

広域
職員研修

・政策形成能力研修の実施

・WEB型研修の実施 等

・職員のスキルアップのみならず、他の構成府県市の職員との交流を通じて、

新たなアイデア・知見を得ることができるなどのメリットがある 25

新たに参加する分野の効果（例）

新たに５分野に参加することで、効果的・効率的な取組を広域で展
開することができます。



８．万博を契機とした地域活性化①

奈良県立大学

河瀨テーマ事業プロデューサー、日本国際博覧会協会
髙科副事務総長、ミャクミャク来庁（令和５年６月13日）

2025年大阪・関西万博をテーマに、第1回奈良県・
市町村長サミットを開催（令和５年７月10日）

万博開幕に向けた機運醸成や大阪・関西万博を契機とした、奈良県
への誘客や地域経済の活性化を図るための取組を実施していきます。

26

関西全域での機運醸成などについて情報交換 知事と市町村長と意見交換



８．万博を契機とした地域活性化②

＜万博会場＞

奈良県の魅力を発信するイベントや
展示を実施し、県内への誘客を図る

＜奈良県内＞

県内各地で万博との連携イベントを
実施し、周遊型観光の促進を図る

万博会場、奈良県内それぞれで連携イベントを実施し、相互誘客を
促進し、地域の活性化を図ります。

27

万博会期中のイメージ

なら芸術歴史文化村

平城京天平祭

万博会場のイメージ

ｶﾞｽﾄﾛﾉﾐｰﾂｰﾘｽﾞﾑ世界ﾌｫｰﾗﾑ in 奈良



子育てと働き方の支援

28



９．こども・子育て施策の推進①

29

「夫が外で働き、
妻が家を守る」
との意識を持つ

県民の割合
（2015年）

女性の家事従
事時間

（2021年）

女性の
就業率

（2020年）

0～5歳
人口比の保
育所の数

（2020年）
(人口10万人

あたり)

通勤時間
の長さ(※)
（2018年）

奈良県
50.4%

（第1位）
238分

（第1位）
70.6％

（第47位）
404.8

（第47位）

男性31.3%
（第4位）
女性13.7%
（第4位）

全国 44.2％ 212分 74.9% 534.5
男性16.8%
女性7.9%

※通勤時間が60分以上の人の割合

本県の結婚や子育てをめぐる現状を変えることが必要です。



９．こども・子育て施策の推進②

こども・子育て施策を総合的かつ部局横断的に取り組むため、新た
に知事を本部長とする奈良県こども・子育て推進本部を設置し、関
係部局が有機的に連携し、一丸となって取り組みます。

以下のような手法や機関で様々な相談を受けるなかで、課題や困りごとを把握。
・県民アンケート、各種調査
・県の機関（こども家庭相談センター、福祉事務所、しごとiセンターなど）
・市町村、各種団体、関係者との意見交換 など

これらの手法で把握した課題や困りごとについて、『こども』を中心に改めて整理すると以下
の３区分に分類することができる。

Ｃｈｉｌｄ（こども）
Ｐａｒｅｎｔ（親）
Ｓｕｒｒｏｕｎｄｉｎｇｓ（こども・親をとりまく様々な環境）

これからこれまで

『こども、県民が直面する課題や困りごと』
から施策を考える。

部局ごとに問題を把握し、こども・子育て
に関する施策をそれぞれに実施

30

視点の見直し



こども・親をとりまく様々な環境(S)

親(P)

支援・配慮を要する方

こども(C)

保育士として働きたいが給料が低

い（保育士の処遇改善）

教師の業務が多く、児童・

生徒に向き合う時間がと

れない（教員の負担軽減）

不妊治療の経済的負
担が大きい

親の介護で勉強す
る時間がとれない

（ヤングケアラー）

子どもが病気や怪我をしたときの医

療費負担が不安

子育てをしながら、自宅でテレ

ワークなどで柔軟に働きたい

収入を上げるためにリス

キリングをしたい

男性社員にも育児休業を勧めた

いが、仕事の穴埋めが難しい

子育てと家事で、休む間もなく

疲れがたまってしんどい

子育てに係る費用が高くて子ども

に十分な教育を受けさせられない

残業が多く、社員が休暇が

取りにくい

転入時、子育て世帯に向けた行政

サービスがわかりくい

職場のDX化を進めたい

が、どうすればいいのか

わからない
子育ての相談に、どこに行け

ばいいかわからない

結婚のための出会いの機会

が無い

自分たちの困りごとを聞い
て欲しい

離婚したいが、養育費が

確保できるか不安

災害時の避難場所が、子育て
世帯に対応しているのか不安

過疎地域なので、小児科や子

育て相談を受けるために遠方

まで行かないといけない

自治会などの役員は男
性が多く、女性が発言し

にくい

一人で子どもを育てている

が収入を確保するのが困

難

障害の有無にかかわらず

いっしょに学びたいし遊びた

い

子育てで忙しいので、空いた時

間に、自宅で子育ての手続きを

済ませたい（子育て支援アプリ）

自分たちの意見を社会

に届けたい

生まれた環境にかかわらず、

勉強して夢を実現したい

早い段階から、子どもに適
切な療育を受けさせたい

（発達障害児支援）

子育てしながら働きたいが、労働

環境が悪くて続けられない

もっと親と一緒に遊び

たい

非正規職員で収入が低いため暮らしが
しんどく結婚する気持ちにならない

子どもが発熱すると、預ける
ところがない

夫の帰りが遅く、子育てがワンオペ

障害の有無にかかわ

らず楽しく安全に遊べ

る場所（公園）が少な

い

公共施設、公園などに授乳室
や多機能トイレなどの子育て

機能が無い近くに産後のケアをしてくれ

るところがない

塾や習い事など、公共交通機
関がないので、親が送迎しな

いといけない

働きたいが、祖父母
に、育児に専念する

ように言われる

育休をとると周りに迷惑がかかる

親が食事を作っ
てくれない

保護者対応など保育以外の業

務負担が大きい（保育士の処

遇改善）

通学路に危険な箇
所がある

児童虐待のニュー
スを聞くたびに心

配になる

みんなで遊べる場

所がない

困りごとを誰に
相談して良い

かわからない

結婚を前向きに考えられない

９．こども・子育て施策の推進③

こども(C)、親(Ｐ)、こども・親をとりまく様々な環境(Ｓ)に分類し、
課題を整理しながら、部局横断的に解決策を検討します。
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Ｃ.Ｐ.Ｓの分類図



10．働き方や職場環境の改善①

県内企業の働きやすい職場づくりのため、職場環境の改善を推進し
ています。

社員・シャイン職場づくり推進企業表彰
（令和５年６月１６日） 32

H19より、育児・介護との両立やワーク・ライフ・バランスなど、柔軟かつ多様な働き方を推進し、良質な雇用環境
整備に取り組んでいる県内企業を「奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業」として登録（R5.9月末現在 220社）

登録企業の中から、取組内容が優れている企業を表彰する「奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業表彰」を行っ
ており、H19からR4まで延べ62社が受賞

社員が輝き、企業が輝く！
奈良県は、仕事と家庭の両立や多様な働き方な
どができる職場環境づくりを応援します！！

社員・シャインづくり推進



平成２４年度 令和３年度

奈良県

（警察官除く）

７．１倍 ３．０倍

都道府県全体

（警察官含む）

８．１倍 ５．２倍

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

奈良県
2.67%
（第1位）

3.13%
（第1位）

3.49%
（第1位）

3.０７%
（第２位）

都道府県及び
指定都市平均

1.40% 1.58% 1.6３% 1.８３%

※ 地方公務員健康状況等調査（一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会実施、総務省協力）
※ 奈良県欄の（ ）は、都道府県における順位

10．働き方や職場環境の改善②

年度
～２９歳

［a］
３０～３９歳

［ｂ］
４０～４９歳

［ｃ］
計

［a+b+c］

奈良県

平成

２４
年度

3人
（0.６％）

４人
（0.5％）

10人
（0.9％）

17人
（0.7％）

令和

２
年度

9人
（1.4％）

18人
（2.3％）

11人
（1.3％）

38人
（1.7％）

都道府県
全体

平成

２４
年度

330人
（1.0％）

332人
（0.5％）

283人
（0.3％）

945人
（0.5％）

令和

２
年度

824人
（1.6％）

590人
（1.1％）

314人
（0.4％）

1,728人
（1.0％）

※ 地方公務員の退職状況等調査（総務省）上段：退職者数 下段：退職割合

一般行政職の退職者数と退職割合

職員採用試験（上級、大卒程度）の競争率

※ 地方公共団体の勤務条件等に関する調査（総務省）

メンタルヘルス不調による長期病休者の割合（30日以上）

（▲4.1）

２.5倍

２倍 ３倍
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県庁においては、現状を改善するため、抜本的な改革を実行に移す
ことが必要です。



県庁の働き方・職場環境改革推進会議

＜メンバー＞ 知事、副知事、部局長等

＜概 要＞
健康でいきいきと活躍
できる組織を目指し、
メンタルヘルス対策、
職場環境改善を推進

メンタルヘルス

＜概 要＞
管理職のマネジメント
能力の向上や意識改革、
果断に挑戦できる人材
育成に資する研修を推
進

職員研修

＜概 要＞
働き方改革の実効性を
確保するためのモニタ
リング手法、モニタリ
ング結果の活用方法や
評価のあり方を検討

＜概 要＞
既存事業やプロセスを
精査し、業務の質・量、
やり方の見直し、デジ
タル技術の活用を推進

業務の量・粒度・
やり方の見直し

新たなモニタリン
グ・評価制度

４つのワーキング・グループ

10．働き方や職場環境の改善③

勤務状況や健康状況等について共通認識を持ち、「奈良県行政運営の
基本計画」の実施状況をフォローアップしながら、県庁改革を推進す
るための会議を新たに設置しました。

県庁の働き方・職場環境改革推進会議
（第１回）

34



・ 改革の実施状況をフォローアップするため、引き続き「県庁の働き方・職場環境改革推進会議」を開催

・ 「奈良県行政運営の基本計画」に盛り込んだ目標（KPI）の達成状況等を確認

「県庁の働き方・職場環境改革推進会議」における議論等を踏まえ「改革の
中間整理」を取りまとめ、「奈良県行政運営の基本計画」に反映しました。

10．働き方や職場環境の改善④

き き (※)

・自由な発想が忌諱される
※いやがって避けること

形式主義的

・失敗を過度に恐れる

完璧主義的

・変化や新しいことを避ける

・強度の上意下達

事なかれ主義的

検
討
経
過

・ 県庁の抜本的な改革をより一層推進するため、本年５月に、「県庁の働き方・職場環境改革推進会議」を設置

・ 改革を進めるために特に重要な以下の４テーマについて、部局横断で、若手・中堅職員も含めたメンバーによるワーキング・グループで議論

メンタルヘルス 職員研修 業務の量・粒度・やり方の見直し 新たなモニタリング・評価制度

新
た
な
取
組
内
容

・ 定期的に保健師が各所属を訪問

・ 企画管理室の相談・支援機能の強化 等

健康を基本的価値

・ 生成AIの活用、 行政手続きオンライン化

・ 情報発信の集約、電話対応の効率化 等

創造性・生産性

・ 若手職員への人間関係・ストレス対応研修

・ 職員の所属を超えたつながり・交流を促進 等

交流の促進

・ 職場環境のモニタリング制度を導入

・人事評価基準の見直し、昇任基準の明確化 等

主体的・意欲的な課題設定

・ 所属の大括り化、意思決定過程の過剰な階層解消

・ 「ナレッジシェア」の仕組み導入 等

楽しく果断に挑戦

フ
ォ
ロ
ー

問
題
認
識

・ 長期病休者の割合が全国トップクラス

・ 中途退職者の割合が高い

・ 採用試験の倍率が顕著に低い
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県発展のための基盤整備

36



リニア中央新幹線の整備促進と「奈良市附近駅」の早期確定に向け
て、全面的に協力・推進していきます。

37

中間駅立地自治体として必要な、駅候補地等に係る社会・文化・自然条件や、駅周辺まちづくり等に関する基礎調査・

検討

リニア建設促進奈良県期成同盟会、三重・奈良・大阪三府県建設促進大会（今年度は本県で開催）等の主催

今年度の取組

令和５年度 リニア中央新幹線建設促進奈良県期成
同盟会総会における知事挨拶（令和５年９月６日）

11．リニア中央新幹線 「奈良市附近駅」早期確定①



11．リニア中央新幹線 「奈良市附近駅」早期確定②

ＪＲ東海と密接に連携し、「奈良市附近駅」の位置及び県内ルート
の早期決定に向け、県においても必要な調査を実施します。

38
山梨リニア実験線で

超電導リニアの体験乗車

「奈良市附近駅」が、

➢ 本県全体、ひいては紀伊半島全域のゲートウェイ

➢ 大阪・京都を含めた関西のゲートウェイ、

となるよう、産業・観光など多方面にわたるポテンシャルや戦略的な活用方策、交通アクセス等について検討を進める



12．企業誘致や観光振興を見据えた道路整備①

提供：ＪＲ東海

「奈良市附近駅」設置

2037年に迫るリニア中央新幹線の全線開業と「奈良市附近駅設置」
の整備効果を最大化し、県全域に波及させるため、高速道路のミッ
シングリンク・ボトルネックを解消します。

事業中

供用済

〈凡例〉
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広域道路ネットワークの整備促進 京奈和自動車道の整備促進



12．企業誘致や観光振興を見据えた道路整備②

国道１６８号 香芝王寺道路（整備イメージ）

（仮称）奈良ＩＣ・西九条佐保線
（完成イメージ）

令和１０年度のＪＲ新駅の設置と鉄道高架化の
完成を目指します。

令和６年度の部分供用を目指します。
（供用区間：旭ヶ丘団地東入口交差点前後の約３４０ｍ）

旭ヶ丘団地

東入口交差点

地域の安全・安心等に資するため、道路の整備を図ります。

高い交通結節機能を有する拠点の形成 骨格幹線道路ネットワークの形成

国道１６８号 香芝王寺道路（令和５年７月末時点）
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13．近鉄との連携・協力

①大和西大寺駅周辺
の渋滞踏切対策

②踏切道の誘導表示
設置の推進

③多様な交通モード
の連携による地域
公共交通の維持・
充実

①医大新駅(仮称)設置
及び周辺まちづくり

②近鉄郡山駅舎の移設
及び周辺まちづくり

③近鉄奈良駅の駅前広
場の環境整備検討

④県と市町村が協働し
たまちづくり関連

①近鉄と連携した奥大
和の魅力発信

①観光振興における
近鉄との連携

鉄道関係だけではなく、まちづくりや観光関係などの取組について
も、近鉄と連携・協力して取り組みを進めます。

41

〇大和西大寺駅周辺の渋滞踏切対策

鉄道関係 まちづくり関係 観光関係 南部東部振興関係

大和西大寺駅周辺地区の線形イメージ例



誇りある奈良県に
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ご清聴ありがとうございました。


